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撮影：吉田勝美

1
国境を越え、広がる課題
●加速する地球環境変化
●国境を越え、広がる感染症
●紛争から復興開発へ
●多様化するアジアへの対応

2
成長の加速に向けた

アフリカへの支援

3
新JICA発足に向けて
● JICAをとりまく環境の変化
●第1期中期目標・計画における
取り組み

●JICA改革による変化
●統合へ向けた準備
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地球温暖化の脅威 …………
地球温暖化とそれに起因する気候

変動の問題は、人類全体の生存に

とって深刻な脅威であり、先進国と

開発途上国が協力して対処すべき重

大な課題です。地球温暖化による悪

影響は、以下のように多岐にわたる

ことが予測されています。
● 熱波による死亡、媒介生物による

感染症リスク増大などの健康被害
● 淡水資源の減少による飲料水不足
● 生態系の破壊（種の絶滅の加速）
● 食物生産の減少による食糧不足
● 海面上昇による洪水や高潮などの

災害の増大

地球温暖化が及ぼす影響は地域ご

とに異なりますが、その被害は、地

理的・気象的条件から、また対処能

力の不足などにより、途上国でより

大きくなると予測されています。た

とえば、気候変動に関する政府間パ

ネル（IPCC）＊1では、アフリカでは

2020年までに、7500万～2億5000

万の人々が水の問題にさらされると

予測し、降雨依存型農業の収穫量

は、2020年までに50％程度減少す

る可能性があるとしています。また、

アジアでも、淡水の利用可能性が減

少することが予測され、人口増と生

活水準の向上とあいまって、2050年

代までに10億人以上の人々に悪影響

を与える可能性があるとされています。

これに対し、国際社会では気候変

動枠組条約（UNFCCC）＊2のもと、地

球温暖化の原因となる二酸化炭素

（CO2）などの温室効果ガスを削減す

る“緩和策”と、それでも避けられな

い気候変動の影響に対し、社会や生

態系の抵抗力を強化する“適応策”を

進めています。2007年に開催された

G8ハイリゲンダム・サミットでは、

2050年までに温室効果ガスの排出を

半減させることを真剣に検討するこ

とで主要国が一致しました。開発途

上国の温室効果ガス排出量は全世界

の約半分を占めており、先進国だけ

でなく、途上国の取り組みも重要な

加速する地球環境変化

1 国境を越え、広がる課題
グローバリゼーションの進展とともに、国際的に人・物・資金・サー

ビスが流通するようになり、開発課題も一国だけでは解決できないも

のが増えています。たとえば、酸性雨や温暖化などの環境問題、HIV/

エイズや鳥インフルエンザなどの感染症の問題、アフリカ地域や中東

地域などで起こっているテロや紛争問題などです。こうした問題は、

国境を越えて地域全体の発展や安定に大きな影響を及ぼします。

一方、グローバリゼーションにともない、経済連携の動きが加速し

てきています。自由貿易協定や関税同盟といった、地域貿易協定がそ

の一例です。こうした動きによって、地域の経済が安定し、開発が進

む可能性がある一方で、経済上の成果や便益が競争力のある少数の

国に独占されてしまい、地域内格差が拡大する、あるいは、国内で適

切に配分されない場合、国内の格差拡大につながる、という危険性も

はらんでいます。このように、グローバリゼーションは、持続的な経

済成長にとって不可欠ですが、一方で国際社会全体の格差を広げて

しまう恐れがあるのです。

こうした国境を越える課題の解決には、１つの国を支援するだけで

は成果が限られるため、国を越えた取り組みや、国同士の連携や協

力が必要になります。同時に、課題の所在や技術レベル、ニーズは国

によって異なるため、それぞれの国の状況に合致した協力を実施しな

ければなりません。

JICAは二国間協力を基本としていますが、国際機関や他国のドナー

とも協力しながら、国境を越える課題への取り組みを進めています。

ここでは、国境を越えて広がる課題に対する、JICAのあらたな取り

組みを報告します。
鳥インフルエンザの脅威に国際協力で立ち向かう（P.13参照）

（撮影：吉田勝美）
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課題となっています。

JICAの取り組み ……………
2003年に改定された「政府開発援

助大綱（ODA大綱）」では、4つの重

点課題の1つとして、地球規模の問

題への取り組みが掲げられています。

2007年には「21世紀環境立国戦略」

が策定され、国内外を挙げて取り組

むべき環境政策の方向性と、世界に

おける今後の枠組みづくりに日本が

貢献していく上での指針が明らかに

されました。そこでは、「人間の安全

保障」の観点からODAを戦略的に拡

充し、環境を重視した国際協力を推

進することなどが打ち出されました。

地球温暖化については、気候変動問

題を克服するために、日本が世界の

リーダーシップをとっていくとしてい

ます。

“緩和策”への協力

JICAでは、以前から、温室効果ガ

スの排出削減や吸収の促進に役立つ

協力（省エネルギーの促進や再生可能

エネルギーの活用推進、森林保全や

植林といった分野での協力など）を

行っていました。しかし、貧困削減

や経済開発を優先せざるをえない開

発途上国で、温暖化対策を主眼とし

た協力を広い範囲で展開していくこ

とは容易ではありません。

こうした問題への対応策の1つが、

京都議定書で定められたクリーン開

発メカニズム（CDM）＊3の活用です。

CDMは、途上国の持続可能な開発と

温暖化対策をつなぐあらたなメカニ

ズムで、途上国では、これを活用し

た温室効果ガスの削減に積極的に取

り組み始めています。しかし、CDM

はメカニズムが複雑な上、その実施

にあたっては、エネルギー、森林、

工業、廃棄物など、多分野にわたる

ノウハウが必要です。そこでJICAは、

CDMの実施環境を整備、促進するた

めに、途上国におけるCDM関係機関

の能力強化を支援しています。その1

つ、アルゼンチンの「CDM基盤整備

プロジェクト」をご紹介します。

アルゼンチンは、地球温暖化対策

やCDMに積極的に取り組んでいる国

ですが、国連に登録されているCDM

プロジェクト数は、ほかの中南米諸国

と比較すると少ない状況でした。

JICAは、アルゼンチンで地球温暖

化対策を担当する厚生・環境省気候

変動室に対し、2004年4月から短期

専門家を派遣し、アルゼンチン政府

のCDM推進能力の強化を支援してき

ました。さらに、2006年5月からは

技術協力プロジェクト「CDM基盤整

備プロジェクト」を開始し、国内にお

けるCDMの認知・理解の促進と、気

候変動室のCDM推進体制改善を目的

に、協力を実施してきました。

その結果、小水力発電・バイオマ

ス発電の分野で、CDMプロジェクト

が形成されるに至りました。また、

2007年2月には、中南米12カ国から

地球温暖化対策の担当者などをアル

ゼンチンに招いて、国際セミナーを

開催し、プロジェクトの成果を中南米

地域全体に広く普及させる取り組みも

行いました。

なお、このプロジェクトは、国際

協力銀行（JBIC）など、日本のCDM関

係機関とも協調して実施しています。

CDMの対象分野、あるいは“緩和

策”に有効と見られている分野は、上

記のような再生可能エネルギー分野だ

けではありません。省エネルギー、大

気汚染対策、廃棄物、運輸交通、農

村・農業開発などの分野でも、途上

国の持続可能な開発に寄与しながら、

地球温暖化対策に効果のある協力を

行うことができます。たとえば、途

上国で交通渋滞を緩和するような協

力を行い、自動車から排出される温

室効果ガスの削減に貢献することも

可能です。こうした分野で、日本の

経験やJICAのこれまでの知見を生か

し、さらに協力を進めていくことが

期待されています。

“適応策”への協力

一方、途上国では、温暖化による

負の影響に対処すべく、“適応策”に

対するニーズも高まってきています。

現在、世界各国が温室効果ガスの

削減に取り組んでいますが、ある程

度の温暖化と、それにともなう気候

変動は避けられない見通しです。温

暖化の進行で、途上国の水資源、生

態系、農業、沿岸域、人々の健康な

どに関する深刻な影響が懸念されて

おり、こうした課題に途上国自らが

立ち向かうために、それぞれの分野

での対処能力を向上させることが必

要です。こうした能力の向上に貢献

する取り組みとして、JICAでは、水

資源保全、生態系保全・管理や育種

技術の向上、防災対策体制の強化、

感染症対策支援などに向けた協力を

行っています。

地球温暖化は、人類共通の課題で

す。そして、同時に日本がこれまで培っ

てきた、公害対策や省エネルギー、植

林、防災などの分野

の経験に基づき、官

民に蓄積された総合

的な対処能力（知識、

制度、技術、意識）

を有効活用できる分

野でもあります。

JICAのこれまでの開

発援助のノウハウを

駆使し、国内外のパー

トナーと協調した取

り組みが、いま、強中南米諸国を中心に12カ国約190人のCDM関係者が参加した国際セミナー（アルゼンチン）
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く求められています。こうした協力

の1つに「日中協力林木育種科学技術

センター計画」があります。

中華人民共和国の森林率（国土に

占める森林面積の割合）は21.2％で、

世界の平均30.3％＊4、日本の68.2％

と比べると大きな差があります。同

国では天然林保護と植林拡大による

森林率の引き上げを試みていますが、

そのためには、森林の遺伝資源を保

存することと並行して、森林の土壌

条件や気象条件に適合した種苗を用

いて、効率的な植林を行うことが不

可欠です。

このような状況を受けて、JICAは

2001年10月から技術協力プロジェク

ト「日中協力林木育種科学技術セン

ター計画」を開始しました。プロジェ

クトは、同センターの林木育種事業

実施能力の強化を目標とし、優良な

形質をもつ樹木の選抜や、稀少樹種

などの遺伝資源保存林

の設定などを行います。

温暖化によって病虫害

が増加し、樹木の枯死

や森林環境の悪化など、

さまざまな悪影響が生

じることが想定されます

が、このプロジェクトに

よって、抵抗性品種に

関する技術の開発・普

及が進み、温暖化によ

る悪影響が軽減されることが期待さ

れています。また、選抜された優良

形質木を造林することで、より効率

のよいCO2の固定化につながること

も見込んでいます。

＊1 気候変動に関する政府間パネル：Intergovern-
mental Panel on Climate Change=IPCC。地
球温暖化問題を政府レベルで検討する場として、
1988年に設立された国際機関。

＊2 気候変動枠組条約：United Nations Framework
Convention on Climate Change=UNFCCC。
大気中の温室効果ガスの濃度を安定させること
を究極の目的とし、地球温暖化がもたらす悪影響
を防止するための国際的な枠組みを定めた条約。
1992年に国連環境開発会議（地球サミット）で採
択され、1994年に発効した。

＊3 クリーン開発メカニズム：Clean Development
Mechanism=CDM。温室効果ガス排出削減義
務のある投資国（おもに先進国）が、削減義務の
ないホスト国（おもに開発途上国）において温室
効果ガス削減につながるプロジェクトを実施し、
削減した排出量の全部または一部を、投資国が
自国の排出削減目標達成に用いることができる
メカニズム。1997年に京都で開催された気候変
動枠組条約第3回締約国会議（COP3）で採択さ
れた京都議定書に定められている。

＊4 2007年の国連食糧農業機関（FAO）統計による。

国境を越え、広がる感染症
国際社会が一体となった取り組み
人々の生命や暮らしを脅かし、貧

困をさらに深刻にする感染症。人や

物が国境を越えて大量に移動するグ

ローバリゼーションが進展したこと

で、感染症の流行が世界中に拡大す

る危険性が増しています。

感染症は、もはや一国だけでは解

決できない課題で、国際社会が一体

となった取り組みが求められていま

す。SARS（重症急性呼吸器症候群）

や鳥インフルエンザの流行は、その

象徴的な現象といえます。

また、世界中で年間600万人以上

の命が失われている三大感染症（HIV/

エイズ、結核、マラリア）は、特に開発

途上国では深刻な脅威となっていま

す。感染症は、社会・経済の発展に

悪影響をもたらしますが、それ以前に

人々の生命や生活に直接の脅威とな

るため、「人間の安全保障」の観点か

ら、その対策は急務です。

ここでは、国境を越えて広がる鳥

インフルエンザと、感染が拡大し、

開発途上国に深刻な影響を及ぼして

いるHIV/エイズに対するJICAの取り

組みを紹介します。

鳥インフルエンザ …………
現在世界で流行しているH5N1型

の鳥インフルエンザは、アジア、中

東、ヨーロッパ、アフリカなどに拡

大し、多くの開発途上国の社会・経

済に深刻な被害を与えています。こ

の疾病は鳥への感染、鳥から人への

感染に加え、人から人への感染・流

行が懸念されるため、これにいかに

対応するかは、国際的にも大きな課

題となっています。このため、おも

に緊急対応（防疫資機材や医薬品の

供与など）を中心に、先進諸国や国際

機関がさまざまな支援を行っていま

す。そのなかでJICAは、中長期的な

視点に立ち、途上国が自らの力で流

行を抑えられるよう、技術移転や人

材育成などを進めています。そして、

発生源となる鳥の衛生管理、疾病診

断など“鳥”そのものに焦点を当てた

協力とともに、ウイルスの検査・特

定や院内感染対策など“人”に焦点を

当てた協力の双方を実施しています。

鳥への感染を防ぐ

まず、“鳥”の観点からは、鳥インフ

ルエンザの発生と影響が特に著しい、

ASEAN地域を中心に協力しています。

インドシナ地域では、家畜疾病に

対する組織的・技術的な体制が十分

に整っていません。しかし、近年、

流通が活性化し、それにともなって

国境を越えて移動する家畜が増えて

います。そのため、国境を接する国

で家畜の衛生状況が悪化し、家畜の

生産性のみならず家畜生体や畜産物

の取引に悪影響を及ぼしてきました。

このような背景から、JICAはイン

ドシナ地域で2001年から技術協力プ

ロジェクト「タイおよび周辺国におけ

る家畜疾病防除計画」を実施してお

病虫害の抵抗性試験。温暖化による環境変化に耐えられる品種を選定する
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り、2004年からは鳥インフルエンザ

を対象疾病の1つに加え、日本人専

門家を派遣したり、現地で研修を実

施したりと、おもに診断技術の向上

を目的にした協力を行ってきました。

特に、2006年3月にミャンマーで鳥

インフルエンザの発生が確認された

際には、発生直後に、プロジェクト

で学んだタイ人専門家を現地に派遣

し、国連食糧農業機関（FAO）などと

連携して対応に努め、感染の拡大を

封じ込めるための適切な初期対応に

大きく貢献しました。

また、2005年から感染が拡大し始

めたインドネシアでは、診断技術の

向上に向け、2007年2月に無償資金

協力を開始しました。そのほか、本

邦研修やマレーシアでの第三国研修

を実施して、ASEANを中心とするア

ジア各国の獣医・畜産分野を担当す

る行政官や診断技術者などの人材育

成を進めています（P.39参照）。

人への感染に備える

“人”の観点からは、世界保健機関

（WHO）が主導して策定した、鳥イン

フルエンザ対策の全体計画に基づい

て、特に、流行が顕著なASEAN地域

を中心に、ウイルスの検査体制を整備

することに主眼を置いて活動していま

す。ウイルスが変異し、人から人への

感染力をもつことにより、感染が爆発

的に拡大することが懸念されるため、

対策が遅れて被害が増大することのな

いよう、ウイルス変異

を早期に発見し、感

染の拡大防止や早期

治療につなげる必要

があるのです。

ベトナムでは、これ

までに鳥インフルエ

ンザによる死者が40

人以上確認されてい

ますが、国内に鳥イ

ンフルエンザウイル

スなど危険度の高い

病原体を扱える検査

施設がなく、WHO指定の海外機関に

検体を送付して、検査を受けていまし

た。そこで、JICAは現地で迅速で安

全性の高い検査が行えるように、無

償資金協力で検査施設を整備すると

ともに、安全に検査を行うためのし

くみづくりや危険度の高いウイルス

を扱う検査実施者の能力向上を柱と

する技術協力プロジェクト「国立衛生

疫学研究所能力強化計画プロジェク

ト」を進めています。また、鳥インフ

ルエンザの患者を安全かつ適切に治

療する体制を整えるため、ハノイの

バックマイ病院で医療従事者を指導し

ています。これらの取り組みの効果は、

ベトナム国内にとどまらず、今後、ベト

ナムが周辺諸国に対して指導的な役

割を果たすことで、さらに広がることが

期待されています。

そのほか、JICAでは、各国が連携

して迅速な対応をとれるよう、シン

ガポールでアジア諸国を対象に鳥イ

ンフルエンザ対策研修を行いました。

また、アジア諸国を対象に、安全な

検査体制を整備するための本邦研修

も計画しています。

HIV/エイズ …………………
途上国の経済開発に向けた努力が

水泡と帰し、さらには若い世代の将

来への希望をも失わせる――HIV/エ

イズは、国境を越えた大きな脅威で

す。今日、約4000万人がHIVに感染

しており、これまでに約3000万人の

尊い命がエイズで失われ、流行地域

では平均寿命を15年短くしたといわ

れています。

JICAは国際社会の一員として、各

国の国家戦略・枠組みにそった、HIV/

エイズ対策の支援に取り組んでいま

す。予防、治療、ケア・サポートと

いった支援を必要とする人々に、質の

よいサービスを公正に提供するための

システムの強化を重視し、国際機関や

他の援助国とも協力して、行政の強化

と、コミュニティのエンパワーメントと

いう「人間中心の視点」に基づく統合

的なアプローチを展開しています。

地域全体への協力

8つの国と国境を接するザンビア

で、JICAは2000年から、米国国際

開発庁（USAID）とともに技術協力プ

ロジェクト「国境におけるHIV/エイズ

および性感染症啓発活動」などを実施

してきました。このプロジェクトで

は、HIV感染のリスクが高い、性産

業従事者や国境を行き来する長距離

トラック運転手などを対象としまし

た。性産業従事者自身が仲間と知識

を共有し、行動を変えようと働きか

ける地道な活動を行ったことで、エ

イズや性感染症に対する意識が高ま

り、コンドーム使用率が向上すると

いった変化がありました。

トラックの運転手にエイズについて話すピア・エデュ
ケーター（仲間=ピア=同士で一緒に問題を考えられ
るよう専門の教育を受けた人）

危険度の高い病原体の取り扱いトレーニングを受ける衛生疫学研究所実験担当
スタッフ
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また、2006年からは、USAIDと連

携し、ケニア、ウガンダ、タンザニアな

どにまたがる東アフリカ北部の輸送回

廊に焦点を当てたHIV/エイズ予防事

業を開始しています。この事業は、複

数の国を対象にし、トラック運転手だ

けでなく、トラック停車場付近に発展

したコミュニティと密接に協力し、コ

ミュニティ自らがHIV/エイズとともに生

きる社会をつくることを目標としていま

す。このため、保健医療面にとどまら

ず、ジェンダー、青少年活動促進など

多面的なアプローチをとり、総合的な

エンパワーメントをめざしています。

JICAでは、今後、青年海外協力隊隊

員を、USAIDが支援するNPOやJICA

の協力対象コミュニティに派遣し、そ

れらが相乗効果を発揮するよう活動を

進めていく予定です（P.83参照）。

地域内外で経験の共有を

HIV/エイズ対策を進めるにあたっ

ては、近隣国間で共通の課題を抱え

ている場合もあり、ある国の経験を

他国と共有することで、よりよい対

策につなげていくことができます。

JICAでは、HIV/エイズ対策の進ん

だ国（タイ、ブラジル、ケニアなど）の

経験を学ぶことで、周辺国が自国に適

した対策を実施していくための能力開

発支援を行っています。たとえばタイ

の「HIV/AIDS地域協力センタープロ

ジェクト」では、カンボジア、ラオス、

ベトナム、ミャンマー各国のニーズにあ

わせた国別の研修や、各国共通の課

題についての研修を行っていますが、

さらに、知識の習得だけでなく、タイの

HIV/エイズ対策事業の視察や実務者

との意見交換、参加者によるワーク

ショップを通して、タイの経験を各国で

いかに応用・活用していくかに焦点を

当てています。

また、タイで行われたエイズのケ

アと治療に関する研修には、ガーナ

やザンビアのHIV/エイズ対策関係者

が参加しました。保健医療システム

や感染経路など、背景には相違があ

るため、アフリカ諸国がタイの経験

をすぐに活用することはできません

が、エイズ対策に真剣に取り組んで

きたタイの試行錯誤の過程には学ぶ

ことも多く、アジア・アフリカ間の

交流は、関係者にとって大きな刺激

となっています。

紛争から復興開発へ
紛争のインパクト …………
冷戦終結から2003年までの14年間

に世界で発生した116の紛争のうち、

109が国内紛争であるという報告が

あります＊1。また、これらの紛争の

多くが、開発途上国のなかでも最も

貧しい国や地域で発生しています＊2。

さらに1990年代の紛争では、被害者

となる市民の数が増加すると同時に、

兵士と市民の間に明確な境界線がな

くなり、市民が紛争の当事者になる

例も増えてきました。

また、紛争が、武器や非合法戦闘

員の流出、難民の流出などによって、

当事国のみならず近隣国へも影響を

及ぼしたり、あるいは1つの紛争が引

き金となり、地域全体に紛争が拡大

するような例も見られます。

紛争が周辺国へ影響を及ぼしてい

る例としては、パレスチナ難民が長期

にわたり、レバノン、ヨルダン、シリア

など中東地域の他の国々で生活して

いることが挙げられます。また、1つ

の紛争が拡大していったケースとして

は、旧ユーゴスラビアの紛争がありま

す。旧ユーゴスラビア内の経済最先

進地域、スロベニアとクロアチアが

同時に独立を宣言した結果、両地域

が国内紛争に陥り混乱が生じました

が、最終的に両国の独立が承認され

ました。これに続き、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ内のムスリム（ボシュニ

アック）とクロアチア人がユーゴスラ

ビア国内のセルビア化進行を嫌って

一方的に独立を宣言し、これらの地

域にも紛争が波及していきました。

このような近年の紛争の状況をふ

まえ、紛争を予防、解決し、平和を

定着させる手段として、軍事的・政

治的な手段のほかに、近年、開発援

助が重視されています。開発援助は、

紛争の潜在的な要因（ガバナンスの不

備や貧困など）を除去あるいは縮小

し、暴力を生まないシステムを構築

して、中長期的な安定・発展へつな

げる方策として、平和構築に果たす

役割が期待されています。

JICAの取り組み……………
2003年に日本が発表した「政府開

発援助大綱（ODA大綱）」、2005年に

発表した「政府開発援助に関する中

期政策（ODA中期政策）」のなかで、

平和の構築は重点課題として定めら

れています。JICAはこれらの方針に

そって、社会資本の復興、経済活動

の復興、政府の統治機能の回復、治

安の強化といった分野を中心に、平

和構築支援を実施しています。

また、平和構築支援に取り組む過程

では、①迅速かつ継ぎ目のない支援の

実施、②社会的弱者への支援、③政

府に対する支援と、コミュニティ・人々

に対する支援、④周辺国・地域への支

援、⑤紛争の発生・再発への配慮、の

5点に留意しています（P.76参照）。

紛争再発を防止

―ボスニア・ヘルツェゴビナ

1992年から95年にかけて、3民族

が三つ巴となって紛争を経験したボ

スニア・ヘルツェゴビナで、JICAは

1996年から協力を行っています。紛

争再発を予防するには民族間の和解

を進めることが不可欠であるという

認識のもと、大量虐殺が行われたス

レブレニツァ地域で、敵対していた

民族（セルビア人とムスリム／ボシュ
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ニアック）が協力して進めるコミュニ

ティ開発案件を実施しています。

また、激戦地の1つモスタル地域の

高校では、現在、民族ごとに別々の

教育カリキュラムが使われています

が、JICAは、将来、カリキュラムが

統合されることを視野に入れたIT教

育支援を行い、紛争当事者である異

なる民族（クロアチア人とムスリム）

の学生に対し、ともに学び、相互理

解を進める機会を提供しています。

和平の促進に貢献

―フィリピン・ミンダナオ

フィリピンのミンダナオ島は、

フィリピン国内で最も貧しい地域で

す。特に、南西部・中部ミンダナオ

では、植民地時代からの移住政策に

よって、先住者であるイスラム教徒

（ムスリム）や少数民族と、キリスト

教徒中心の移住者の間で衝突が発生

していました。この紛争によって、

地域の貧困問題が深刻になるだけで

なく、東南アジア全域で活動してい

る国際テロ組織がミンダナオ西部に

拠点を置くこととなり、フィリピン

軍による掃討作戦も展開されました。

ムスリム反政府組織・モロ民族解

放戦線（MNLF）とフィリピン政府と

の和平合意が1996年に締結され、

2001年にはムスリム・ミンダナオ自

治政府にMNLFが参加しました。そ

の後もMNLFから分離したモロ・イ

スラム解放戦線（MILF）とフィリピン

政府の間では武力衝突が繰り返され

ていましたが、2003年に停戦合意に

至り、現在も和平交渉が続けられて

います。

2006年9月、J ICAは、

MILF議長、フィリピンのア

ロヨ大統領との会談をふま

え、和平プロセスへの積極的

な支援を表明しました。

2004年に派遣が開始された

国際停戦監視団（IMT）に、

日本は2006年10月からミン

ダナオ復興・開発担当上級

アドバイザー（JICAから外務省に出

向中）を派遣しています。

さらに、JICAは、2007年2月に

「ミンダナオ紛争影響地域社会経済復

興支援調査」を開始し、ミンダナオ

で紛争の影響を受けた地域の復興開

発計画を策定する支援を始めました。

今後、紛争によって破壊されたコ

ミュニティ施設の修復、簡易給水施

設の整備など、コミュニティ復興支

援を試験的に行いながら、総合的な

復興開発計画を策定していきます。

JICAの支援は、人々の緊急ニーズ

に対応するとともに、和平合意前か

ら将来の復興開発計画の策定に着手

することで、和平プロセスの促進に

貢献することが期待されています。

中東「平和と繁栄の回廊」構想実現

に向けて

―パレスチナ

過去10年、イスラエル政府が断続

的にパレスチナ自治区封鎖政策を

とったことで、パレスチナの経済は

疲弊しており、人口の約半分が1日2

ドル以下の生活を余

儀なくされていると

いわれています。こ

うした状況を受けて、

2006年7月、小泉総

理大臣（当時）は中東

地域における「平和

と繁栄の回廊」構想

を提唱しました。こ

の構想は、日本、イ

スラエル、パレスチ

ナ、ヨルダンの4カ国

で、日本のODAを戦略的・機動的に

活用しながら、地域協力を通して、ヨ

ルダン渓谷（ヨルダンとイスラエルの

間を流れるヨルダン川沿いに広がる

渓谷）の経済開発をはかることを目的

とするものです。

JICAは、この構想実現の一環とし

て、2006年から協力案件の発掘と形

成を進め、2007年3月末からヨルダ

ン渓谷で、農業開発、農産加工・流

通分野のプログラム協力を開始して

います。

ヨルダン渓谷はヨルダン川西岸で

唯一平坦な地形で、農業に適した土

壌にも恵まれており、農業開発の高

い可能性を秘めていますが、水資源

の乏しさ、農家の技術レベルの低さ、

研究・普及体制の遅れなどが、農業

開発を進める上で課題となっていま

す。これらの課題を解決するため、

JICAは、開発調査「ヨルダン渓谷水

環境整備計画調査」で、既存の井戸

や水路の修復・管理方法の改善を行

うパイロットプロジェクトを実施し

て、農業用水を有効に利用し、効率

よく水を管理する方法を調査します。

また、技術協力プロジェクト「持続的

農業技術確立のための普及システム

強化」により、技術（循環型農業や節

水農業など）の研究と普及を連携させ

た効果的な農業普及のための体制を

整えます。

さらに、開発調査「ヨルダン渓谷

農産加工・物流拠点整備計画F/S調

査」も開始しました。この調査では、

ヨルダン渓谷南部に位置するジェリコ。農業に適した肥沃な土地が広がる

衝突の際に焼き討ちにあった製粉工場（フィリピン・ミンダナオ）
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農業加工品やその他工業製品を取り

扱う外部市場を念頭に置いた工業団

地の建設計画や、域内貿易の振興と

流通インフラ整備を視野に入れた計

画を策定します。以上のように、農

業振興と農産物加工品の生産・流通

を一貫して支援することで、農業を

ヨルダン渓谷の主幹産業に育成する

とともに、「平和と繁栄の回廊」構想

を実現することをめざしています

（P.49参照）。

制憲議会選挙支援を実施

―ネパール

ネパールでは、1996年に反政府組

織であるネパール共産党毛沢東主義

派（マオイスト）が武装蜂起し、政府

との間で闘争が繰り返されてきまし

たが、2006年11月、両者の間で包

括的和平協定が締結されたことで、

11年間の紛争状態に終止符が打たれ

ました。ネパールは、経済成長を続

けるアジアの大国インドと中華人民

共和国にはさまれた多言語・多文化

国家であり、ネパールの安定は、ア

ジア地域全体の平和という観点から

も重要です。

和平協定を受けて、マオイスト・

国軍双方の兵士・武器の収容を監視

し、制憲議会選挙の実施を支援する

ために、国連ネパール政治ミッショ

ン（UNMIN）が編成されました。現

在、日本を含む各国から兵営地に武

器監視要員が派遣されるなど、さま

ざまな分野で支援に取り組んでいま

す。JICAでは、選挙支援の一環とし

て、選挙管理委員会の職員を日本に

招き、選挙制度や民主化に関する研

修を実施しました。また、ネパール

に専門家を派遣し、投票者に対する

教育や選挙と民主化についての啓蒙

活動、公正な報道に向けた支援を実

施しました。日本政府も、選挙の実

施に必要な資材（投票箱など）を援助

しています（P.75参照）。

マオイストが勢力を拡大した要因

に、貧困や国内の社会経済的格差が

あります。今後は、教育・保健分野

での支援、道路などのコミュニ

ティ・インフラの回復や農村開発を

通じて、社会経済的格差を是正する

ための支援を行っていく予定です。

＊1 “Armed Conflict 1989-2003, Journal of
Peace Research,” International Peace
Research Instituteによる。

＊2 カナダのProject Ploughsharesが発行している
報告書“Armed Conflict Report”によると、人
間開発指数（HDI）の下位2分の1の国のうち
45％が、また下位3分の1の国のうち51％が、
1992年から2001年の間に紛争を経験している。

本邦研修で開票作業を学ぶ選挙管理委員会職員

東アジア共同体実現に向けた
現状と課題 …………………
2007年1月にフィリピンで開催され

たASEANサミット（ASEAN首脳会議）

は、2015年までにASEAN統合＊1を

達成することを打ち出し、統合に向

けた行動計画を着実に実施していく

旨を表明しました。しかし、統合に

向けて解決すべき課題の1つに、地域

格差の問題があります。ASEAN域

内の1人あたりGNI（国民総所得）は、

シンガポールの2万6869ドルから

ミャンマーの217ドルまで、最大で

120倍以上の差があり＊2、欧州連合

（EU）と比べてもその格差は顕著です。

そこで、ASEANでは、シンガポール、

マレーシアなどの先発ASEANによる

後発ASEANへの支援とともに、国際

機関、二国間援助機関による開発支

援を歓迎しています（P.36～38参照）。

また、ASEANは、対外的には、日

本、中華人民共和国、インド、大韓民

国、オーストラリア、ニュージーランド

と自由貿易協定（FTA）、経済連携協

定（EPA）を締結済みまたは交渉中で

あり、ASEANを拠点として日本を含

む周辺国との市場統合の進展、ひい

ては東アジア共同体の構築＊3に向け

て着実に動き出しています。

2005年12月には、ASEAN、日

本、中華人民共和国、大韓民国、イ

ンド、オーストラリア、ニュージー

ランドの16カ国が参加して東アジア

サミット（EAS）が開催され、各国首

脳はEASを、東アジアの将来と地域

協力のあり方を大局的・戦略的に議

論する場として位置づけました。

2007年1月に開催された第2回EAS

では、EASを地域の重要課題につい

て具体的な成果を上げる場とし、第

1回と同様、将来の協力のあり方に

ついて議論が交わされました。

日本は、ASEAN各国とEPAを締

結する交渉を進めており、2007年8月

時点でシンガポール、マレーシアとは

発効済み、フィリピン、タイ、ブルネイ、

インドネシアとは署名済みとなっていま

す。さらに、ASEANとの包括的経済

連携交渉も開始しており、2007年内

の合意をめざしています。また、カンボ

ジアとは2007年6月に投資協定に署

名、ラオスとは06年12月に投資協定

の交渉開始について合意しました。ベ

トナムとは07年1月に、経済連携協定

の交渉を開始しています。

中華人民共和国は、2006年10月の

中華人民共和国・ASEAN特別首脳会

議で、地域開発や経済協力など、各

分野における双方の関係強化を確認

する共同声明を採択しました。それに

多様化するアジアへの対応
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先立つ2004年11月には、ASEANと

の物品に関するFTAに署名しており、

2005年の同国とASEANの貿易額は、

前年比23％増の1303億ドルに達して

いるほか、ASEAN事務局拠出金や二

国間援助など、経済協力も精力的に

展開しています。

インドは、インド・ASEAN首脳会議な

どを通じた対話のメカニズムを設けてお

り、E A Sのメンバー国になるなど、

ASEANとの距離を急速に縮めています。

JICAの取り組み……………
アジア、特に東アジア各国は、日

本のODAも貢献し、急速な経済成長

を遂げました。しかし、1997～98年

に起こったアジアの金融危機は東ア

ジアの広範囲に経済的打撃を与えて

あらたな貧困層を生み出し、経済の

グローバリゼーションが進行するな

かで持続的成長を確保することのむ

ずかしさを浮き彫りにしました。

2003年には新型肺炎SARSが東アジ

アで流行し、1つの感染症が経済的

危機をもたらすことさえあるという

ことが明らかになりました。

特集でこれまで見てきたように、

JICAは感染症対策など国境を越える

問題に取り組んでいるばかりではなく、

グローバリゼーションの進展で一体化

していく地域での持続的・自立的成長

を支援するための協力も行っていま

す。たとえば、より多くの国が経済成

長の成果を得られるよう、複数の国を

つなぐ道路その他のインフラなどハー

ド面の整備や、拡大する貿易の円滑

化に必要な、国境通過手続きの標準

化や簡素化のための技術支援を行っ

ています。また、金融セクターに限ら

ず、法制度や経済制度の整備は、金

融危機を回避するだけでなく良好な投

資環境につながるものでもあります。

アジアには発展段階も社会制度も

違う多様な国があります。JICAは、

これらの国々がグローバリゼーショ

ンと地域経済の成長に参加し恩恵を

受けられるように、各国の違いを考

慮しながらハードとソフトの両面で

支援し、国境を越えた地域のつなが

りを強めるような協力を実施してい

ます。地域統合をめざすASEANで

は、域内の人・物・資金の移動の円

滑化を支援するほか、海賊、テロ、

麻薬など国境を越える犯罪への対策

でも関係する国々を支援しています。

また、新興国と呼ばれる中華人民共

和国にはWTO加盟など国際社会参加

を後押しするための人材育成で協力し

たり、インドでは日印の経済連携を強

化していく支援を行ったりしています。

域内ネットワーク整備

―大メコン圏

1990年代に入り、カンボジア、ラオス、

ベトナム、ミャンマーに対する各国の協力

が本格化するにあたり、アジア開発銀行

（ADB）のイニシアティブで大メコン圏

（Greater Mekong Subregion：

GMS）の枠組みがスタートし、東西回

廊、南部東西回廊（第2東西回廊）、南

北回廊＊4による域内のネットワーク整備

が提案されました。これを受け、JICA

では、タイとベトナムを結ぶラオス国道

9号線や、カンボジア・ベトナム間の主

要幹線道路であるカンボジア国道1号

線および第2メコン架橋建設を調査・計

画しました。そしてこれらを日本の無償

資金協力へつなげるとともに、専門家

の派遣、カウンターパートへの技術移

転を継続して行っています。

今後は、これらの施設整備に加え、

人・物のスムーズな移動の実現に向

けて、国境通過手続き円滑化のため

の協力を、ADBはじめ各開発パート

ナーと協調して行っていく予定です。

経済法・企業法整備プロジェクト

―中華人民共和国

中華人民共和国では、市場経済化

の進展にともない、会社法、独占禁止

法の制定が急務となっています。JICA

は、これらの法律について、日本の法

律の立法から執行に至る制度を包括

的に紹介し、会社法、独占禁止法な

どと関連する周辺法との関係の理解

を進めてきました。また、特定の課題

について検討・アドバイスし、法律の

実際の意義と機能といった立法解釈

について、同国側の理解の向上をは

かってきました。この協力により、日本

の知見を取り入れた透明性の高い経

済法・企業法制度が整備され、国際

ルールとの調和が進むことを目標とし

ています。2004年11月に協力を開始

しましたが、早くも2005年10月には、

協力成果をふまえて、全国人民代表大

会常務委員会で会社法が改正される

という成果が生まれました。

＊1 ASEAN統合：安全保障、経済、社会・文化の3
つの共同体からなる「ASEAN共同体」の設立が
想定されている。

＊2 “National Accounts Main Aggregates
Database 2005,” United Nations Statistics
Divisionによる。

＊3 東アジア共同体の構築：欧州連合（EU）などと並
ぶ地域統合体として、東アジア諸国の、特に経済
面での統合をめざすもの。

＊4 東西回廊：ベトナム、ラオス、タイ、ミャンマーを
横断。南部東西回廊（第2東西回廊）：タイ・バン
コク、カンボジア、ベトナム・ホーチミンを横断。
南北回廊：中華人民共和国雲南省、ラオス、タ
イ・バンコクを縦断。

人や物が往来するカンボジアとベトナムの国境付
近。自転車に積まれた日用品がカンボジアに入り、
木材がベトナムに出て行く

メコン川の渡河地点（カンボジア側）のフェリー輸送。
最大3隻のフェリーが早朝5時半から夜の9時半まで
稼動している
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国際社会のさまざまな課題を議論

するにあたり、日本は開発途上国の

声に耳を傾けることが重要と考え、

2000年の九州・沖縄サミットに開発

途上国の代表を招きました。このサ

ミットには、ナイジェリア、南アフリカ

共和国、アルジェリアに加え、当時の

ASEAN議長国で、UNCTAD10（第

10回国連貿易開発会議）の議長国も

務めたタイの首脳が参加し、G8首脳

と意見を交換しました。サミットに

あわせてG8と途上国の首脳レベルが

対話する機会が設けられたのはこれ

が初めてで、出席した関係各国の首

脳から、日本の行動に対して高い評

価が与えられました。そしてこの対

話を契機に、対アフリカ支援は国際

社会でいっそう注目されることとな

りました。また、アフリカ諸国自身

も、2001年に「アフリカ開発のため

の新パートナーシップ（NEPAD）」を

取りまとめ、自助努力による開発へ

の取り組みを続けています。

これに先立ち、日本は1993年、世

界銀行、国連開発計画（UNDP）など

と共催でアフリカ開発会議（TICAD）

を開催しました。アフリカ支援に国際

社会の目を向けさせることになったこの

会議は、第1回会合以来5年ごとに開

催されており、2008年には第4回とな

るTICAD Ⅳが予定されています。

近年のアフリカ経済の動向 …
1970年代後半からアフリカ経済が

長期低迷する一方で、大韓民国、シ

ンガポールなどのNIES、タイ、マ

レーシアなどのASEAN、そして中華

人民共和国を含む“東アジア”は、未

曾有の経済成長を遂げ、開発途上国

間の経済格差が拡大しました。さら

に近年では、インドをはじめとする

南アジアも著しい経済成長を遂げて

います。一方、アフリカを見ると、国

際社会では1990年代まで「慢性的な

武力紛争、破綻した国家、世界経済

におけるいっそうの周辺化」といった悲

観論、いわゆる“アフロペシミズム”的

な見方が大勢を占めていました。

しかし、アフリカにおいても1990年

代末からマクロ経済が安定し、これを

基盤に、基礎教育、保健、給水など

社会サービス分野で改善の兆しが見

え始めました。同時に、大湖地域＊1、

スーダン、リベリアなどの紛争地域で

も、平和と安全は着実に前進しまし

た。このような流れのもと、アフリカ諸

国自身も開発問題を自らの課題として

とらえ、アフリカ連合（AU）やNEPAD

などを通じて平和構築と開発に向けた

イニシアティブを発揮しています。

しかし、多くの国の経済構造は依然

として一次産品に依存する状況で、変

革をともなった持続的経済成長メカニ

ズムを形成するには至っていません。ま

た、経済成長が適切な分配に基づく貧

困削減につながっていないため、社会

的弱者保護（都市と地方や社会的階

層間の所得分配の是正など）には、さら

なる努力が必要とされています。

このように、アフリカ諸国が自らの問

TICAD Ⅳとアフリカ支援

2 成長の加速に向けたアフリカへの支援
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図表a 東アジアとアフリカの
1人あたりGDPの推移

（資料をもとにJICAで作成）
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題として地域紛争の解決、民主化、経

済の自由化、貧困削減計画を通じた行

財政改革などの課題に取り組んでいる

なか、日本を含む国際社会には、一致

してアフリカの開発課題に関与し、ア

フリカ側のオーナーシップを支えていく

ことが求められています。TICAD IVは、

日本がそのイニシアティブを発揮する絶

好の機会といえます。

アジアの経験…………………
アジア諸国の開発経験をふまえる

と、経済成長の構造的要因として、

①勤勉で安価な労働力の十分な供給、

②開発志向の政府と効率的な行政機

構の存在、③比較的高い国内貯蓄率

と民間金融セクターの発展、が指摘

できます。また、政策的要因として、

①1950～60年代の輸入代替化政策

（輸入品の国産化を進める政策）から

転換後の輸出志向貿易体制、②海外

直接投資の積極的受入れを内容とす

る開放経済体制、③政策金融、イン

フラ整備、産業政策の導入を含む政

府の積極的な介入、④農業生産の拡

大を通じた食糧の安定供給、国内資

本蓄積、国内市場の拡大、富の再分

配などを挙げることができます。

日本は二国間ODAの約6割をアジ

アに投入してきましたが、その多く

を経済インフラ整備に向けたことが

各国の投資環境の整備に役立ち、民

間部門の活力を誘引したといえます。

また、直接投資の促進や貿易振興に

即した分野にタイミングよく援助を

実施したことや、農業生産力の向上

に向けた大規模な支援を実施したこ

と、さらには人材育成、技術者養成

といった教育分野への協力を積極的

に行い、アジアの経済発展を支える

基礎的要因の1つである人的資源開発

に貢献したことが評価されています。

近年の中華人民共和国による積極

的なアフリカへのアプローチや、伝

統的に強い経済関係をもつインドの

急速な経済成長をふまえ、最近はア

フリカ側が自ら成長の加速化をめざ

したり、アジアの経験をアフリカに

適用する重要性を主張したりしてい

ます。たとえば、2007年1月のダボ

ス会議で、カベルカ・アフリカ開発

銀行総裁が「アジアの奇跡をアフリカ

の奇跡へ」と発言しているほか、メレ

ス・エチオピア首相もアジアの経験

をふまえたアフリカ再生について論

文を執筆しています。

当然のことながら、アジアとアフ

リカでは、社会のたどってきた歴史

や自然・社会・経済環境などが異な

るため、アジアの経験をそのままア

フリカに移転することは理論的に困

難です。しかしその一方で、JICA

は、従来どちらかというと欧米の経

験・理論を適用することが主流だっ

たアフリカの開発において、アジア

の経験を見つめ直し、彼我の差異を

ふまえた上で具体的な開発を考えてい

くことは有効であると考えています。

＊1 大湖地域：Great Lakes Region。ルワンダ、
ブルンジ、ウガンダを中心に、コンゴ民主共和
国東部、ケニア西部、タンザニア北西部を含む
地域。ビクトリア湖、アルバート湖、タンガ
ニーカ湖などの大きな湖が連なることからこの
名前で呼ばれる。

TICAD Ⅳに向けた取り組み
2 0 0 8年5月に予定されている

TICAD Ⅳでは、「成長の加速化」「人

間の安全保障」「環境・気候変動」とい

う切り口で、今後のアフリカ支援の方

策が議論される予定です。改善の兆

しが見え始めたアフリカの成長を持続

させ、加速させていくことは、いまのア

フリカに最も求められている課題であ

り、そのためにアジアの経験に学ぶこ

とも重要です。また、貧困や紛争など

の脅威から人々を守り、人々が着実に

力をつけて自立できるようにするため

の支援、すなわち「人間の安全保障」

の実現に向けた支援は、アフリカ開発

を考える上で欠かせません。さらに、

気候変動や砂漠化防止などの環境問

題は、全世界が取り組まなくてはなら

ない重要な課題です。JICAではこれ

らの課題に対し、以下の取り組みを通

して積極的に対応していく方針です。

成長の加速化に向けた支援…
これまでに述べたアフリカをとりまく

潮流をふまえながら、JICAは2008年

のTICAD Ⅳに向けて、成長の加速化

を支援する一環として、農業・農村開

発、貿易・投資環境整備、基礎インフ

ラ整備や人造り支援に積極的に取り

組んでいく方針です（P.53～54参照）。

農業・農村開発の促進

アフリカでは人口の約8割が農村で

暮らしているといわれており、農業・農

村開発はアフリカ開発の持続性を確

保する上で不可欠です。このため、農

業生産性の向上や農産物流通システ

ムの整備などへの支援を、積極的に進

めていくことが必要になります。

JICAは、アフリカにおける食糧の安

全保障に向けて、ウガンダとギニアを

東西の拠点としてネリカ米＊2の開発・普

及を支援しており、今後その成果を周

辺国にも展開していく予定です。

成長のエンジンとしての貿易・投資

環境の整備

アフリカの持続可能な開発には、貿

易投資促進による民間セクター振興

と、それを原動力にした経済成長が欠

かせません。好調な経済成長を保つア

フリカの国々では、その成長を持続可

能なものとするには、中小企業を含む

民間資本による経済活動活性化のた

JICA専門家によるネリカ米の栽培指導（ウガンダ）
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めの環境を整備することが必要となり

ます。

JICAはアフリカの国々に対し、アジ

アを支援した経験を生かしながら、投

資環境を整備するための体制づくりな

どを行っています。また、経済活動の基

盤となるコミュニティの活性化のため、

一村一品運動のアフリカ広域への拡大

を支援する方針です（P.134参照）。

基礎インフラの整備

アフリカ諸国の多くは内陸国である

ため、国境をまたぐインフラの未整備、

通関手続きの効率化の遅れが、地域

経済の統合や市場規模の拡大、農村

地域の経済活性化を阻害する要因と

なっています。こうした状況では、経済

成長を確保する前提として、基礎的社

会インフラの整備は不可欠です。この

ような認識に立ち、JICAは、NEPAD

が掲げるインフラ開発計画（運輸、電

力など）の実現を通し、アフリカの開発

支援を強化していく方針です。

成長のための人造り支援

現代社会では、ICT（Information &

Communication Technology：情報

通信技術）を中心に技術革新が進んで

います。基礎教育の充実が必要とされ

るアフリカですが、こうした社会で経済

成長を遂げるためには、基礎教育に加

えて中等理数科・高等技術教育を中心

とした人材育成が必要です。このような

人材育成の多様なニーズに対し、

JICAは、人的資源こそが一国の開発

を進める上で最も重要な要素の1つで

あるという認識に立ち、1人ひとりの能

力強化に積極的に取り組んでいきます。

「人間の安全保障」の確立に
向けた支援 …………………
アフリカでは、人口の約4割が依然

として1日1ドル以下で生活する絶対

的貧困レベルにあります。アフリカに

とって、「基礎的な生活環境（教育や保

健医療サービス、安全な水へのアクセ

スなど）の『欠乏』からの自由」と「『恐

怖（紛争、テロなど）』からの自由」に総

合的に取り組む「人間の安全保障」の

考え方は、ミレニアム開発目標（MDGs）

を支える上できわめて重要です。

保健・医療

HIV/エイズ、マラリア、結核、ポリオな

どの感染症は、アフリカで暮らす人々の

生命を脅かしています。また、妊産婦や

乳幼児の高死亡率も大きな問題です。

これらの課題に対しJICAでは、地域の

医療機関と連携し、感染症の予防や、

妊産婦・乳幼児の健康維持に向けた協

力を継続していく方針です。こうした協力

は、2006年5月に小泉総理大臣（当時）

がアフリカ訪問時に発表した「アフリカ感

染症行動計画」に基づいています。

教育

国の発展にとって人材育成は重要

で、そのためには教育の拡充が不可欠

です。MDGsの開発目標には「万人の

ための教育」が掲げられていますが、

アフリカでは初等教育の就学率が依然

として低水準にとどまる国が多く、

JICAでは小・中学校の施設建設と、

学校運営のノウハウを組み合わせた支

援をはじめ、幅広く教育支援を実施

し、今後も強化していく方針です。

安全な水

アフリカでは、多くの人々が不衛生

な水を使った生活を余儀なくされていま

す。不衛生な水は健康に悪影響を及

ぼし、時にはそれが原因で人命が奪わ

れることもあります。このような状況を改

善するために、JICAでは給水施設の建

設を通じて安全な水の確保を支援して

います。また、住民の組織化による給

水施設の維持管理を支援し、コミュニ

ティの能力強化に貢献しています。

平和の定着

アフリカでは、紛争後に平和をいかに

定着させ、復興支援へとつなげるかが重

要な課題です。JICAは平和構築への

支援を強化する方針を打ち出しており、

難民キャンプ周辺のコミュニティ支援

（スーダン）や、子どもの社会復帰支援

（シエラレオネ）など、紛争後間もない国

で復興支援を積極的に展開しています。

環境・気候変動への取り組み
京都議定書は2012年に期限が切れ

るため、その後の対応について国際社

会での議論が活発になっています。

2007年1月のAU総会では気候変動が

主要テーマとして議論されました。ま

た、同年3月のTICAD閣僚会議でも、

アフリカ大陸が地球規模の気候変動

に対して特に脆弱であること、アフリカ

の持続可能な開発にとって、気候変動

にいかに対応するかが重要であること

が強調されました。

過去には、1980年代に安倍外務大

臣（当時）が「アフリカ緑の革命」構想

を打ち出し、青年海外協力隊を中核

とした支援により、セネガル、タンザニ

ア、ニジェール、エチオピアなどで「緑

の推進協力プロジェクト」が実施され

ました。また、2007年5月に安倍前総

理大臣が「美しい星へのいざない」

（Invitation to Cool Earth 50）構想を

打ち出しており、アフリカにおける環

境保全に向けたプロジェクトを拡充す

ることが期待されています。

JICAは、長期的な温暖化対策のた

めには、全地球的な取り組みが必要で

あると認識しており、アフリカで太陽光

発電などクリーンエネルギーの普及支

援に取り組むとともに、砂漠化防止な

どのグリーンイシュー（地球環境問題）

にも積極的に対応していく方針です。

＊2 ネリカ米：New Rice for Africa=NERICA。収量
に優れたアジアの稲と、耐寒・耐病性に優れたア
フリカの稲を交配して開発された陸稲の品種。

教育に対する住民や親の理解不足を解消し、子ど
もたちの就学率を上げるため、住民参加型の小学
校運営をサポート（ニジェール）
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JICAのような独立行政法人では、

主務大臣が法人に対して指示する3～

5年間の「中期目標」と、その目標を

達成するために法人が作成する「中期

計画」に基づいた、中期的な目標管

理と業務実績評価を業務運営の基本

としています。

JICAの独立行政法人化に際して

も、2003年10月に第1期中期目標と

中期計画が策定され、2007年3月末

にその期間が終了しました。2007年

4月からは、あらたな目標と計画に

そって業務を行っています。

中期目標と中期計画では、①業務

運営全体の効率化、②業務の質の向

上などについての目標を設定するこ

とが法律で定められています。JICA

の第1期中期目標・計画では、34項

目にわたって目標を設定し、その進

捗状況を毎年、外部有識者（外務省

独立行政法人評価委員会）に報告し、

評価を受けてきました。その結果、

JICAは第1期中期計画を十分達成し

たという評価を得ています。

業務運営全体の効率化………
独立行政法人制度のもとでは、業

務の効率を向上させるために、中期

目標・計画に「効率化目標」を示すこ

とが求められています。

具体的には、予算（運営費交付金）

面で毎年度一定程度の効率化を行う

こととされています。そこで、業務

の質を維持・向上させながら、専門

家派遣、研修員受入、機材供与、調

査団派遣などの経費を、期間中、平

均で5～10％程度節減するという目

標を設定し、これを達成しました。

また、管理経費についても、新人

事・給与制度の導入などを進め、

2002年度と比べて10％以上の削減

を達成しました。こうした経費節約

のために、手続き日数の短縮や文書

事務の合理化も進めました。

業務の質の向上………………
業務の質の向上について、JICAで

は、情報公開および個人情報保護へ

の適正な対応、広報活動の充実、環

境と社会への配慮、開発援助におけ

る男女共同参画推進、体系的で効率

的な事業評価などの目標を設定し、

その実現に向けて取り組んできまし

た。

また、JICAが実施する各種事業

（技術協力、国民等の協力活動、無

償資金協力実施促進、海外移住、災

害援助等協力事業など）ごとの目標も

設定しています。たとえば、ボラン

ティア事業では、ボランティア活動

を志望する人々の期待に応えるため、

短期派遣制度を導入するなど参加し

やすい環境の整備に取り組みました。

その結果、2006年度末には、参加者

数が2002年度に比べて10％以上増

加しました。

第１期中期目標・計画における取り組み（独立行政法人への移行）

日本では、政府の行財政改革を受けてODA予算（一般会計）

がしだいに減少しています。2007年度予算は、ピーク時の

1997年度に比べ38％減となりました。JICAに対する予算も

相当の削減となり、過去10年間で13％、約240億円減となっ

ています。

このような厳しい財政状況のなか、JICAは、2003年10月

に独立行政法人としてあらたなスタートを切りました。ここで

は、第1期中期目標・中期計画期間（2007年3月末までの3年

半）におけるJICAの取り組みと、この間推進してきた改革の成

果を振り返るとともに、2008年10月に予定されている国際協

力銀行（JBIC）との統合へ向けた準備の状況を概観します。

JICA改革による現場主義の実践――スマトラ沖大地震・インド洋津波発生の翌月には
復旧・復興支援のための調査を迅速に行い、インドネシアのバンダ・アチェでは、現地
のNGOと連携して漁船を製造した　　　　　　　　　　　　　　　（撮影：吉田勝美）

3 新JICA発足に向けて

JICA2007年本文  07.9.7  7:27 PM  ページ22



特
集
　
変
わ
り
ゆ
く
開
発
課
題
と
J
I
C
A

3

新
J
I
C
A
発
足
に
向
け
て

第
1
部

特
　
集

第
2
部

第
3
部

第
4
部

参
　
考

JICA 2007 23

さらに、JICAは、組織・業務全般

にわたる自己改革の取り組みを打ち

出し、これを実行に移してきました。

まず、2004年3月に「JICA改革プラ

ン」を発表、「現場主義」「人間の安

全保障」「効果・効率性と迅速性」と

いう3つの視点から業務運営や組織体

制の改革に着手しました。

改革の浸透……………………
本部では、まず、戦略的・機動的

に事業を実施するため、地域を軸に

して課題に関する知見を生かすこと

を目標に地域部・課題部体制を導入

し、さらに組織のフラット化による

意思決定のスピードアップをはかり

ました。また、本部と在外事務所と

の関係では、現場のイニシアティブ

を最大限に生かして事業を運営する

ために「現場主義」を導入し、これに

基づいて、在外事務所の体制を強化

してきました。具体的には、本部の

人員を在外に大幅にシフトさせると

ともに、権限も大幅に委譲して、在

外主導で事業を実施する方法を導入

しました。また、それを支える国際

情報通信網や事業管理支援システム

などを整備し、現場と本部がリアル

タイムで情報を共有できる環境を整

えてきました。これにより、現場の

ニーズに即した的確ですばやい事業

の展開、相手国政府との対話の拡充

による信頼感の醸成などが行えるよ

うになり、結果としてより効果的・

効率的な事業運営が可能になったと

いう成果が認められています。

さらに、政府の開発援助政策・方

針にそって、開発途上国のニーズに

より合致した効果的な事業を実施す

るために、さまざまな取り組みを進

めてきました。優良なプロジェクト

の形成支援、国際的な援助協調・連

携の強化、開発課題を総合的に解決

するためのプログラム化の推進、「人

間の安全保障」の考え方を具体的な

実践に結びつける取り組み、などが

それにあたります。

また、2005年3月には「JICA改革

プラン（第二弾）」として、途上国の

ニーズにより的確に応えるため、国

内事業（開発途上国の要員の日本に

おける研修や市民参加事業など）の改

革と、国内機関の再編を進めること

を発表しました。そして、各国内機

関の機能を明確にし、その機能が現

場のニーズに結びつくようネット

ワークを強化したり、市民のJICA事

業へのアクセスを改善し、JICA自身

の情報発信機能を強化したりする試

みを行ってきました。2006年4月に、

市民参加協力事業の司令塔として、

JICA広尾をあらたに開設（通称「地球

ひろば」）したのも、こうした試みの1

つです。

「改革の総仕上げ」に向けて…
一方で、在外事務所はその専門性

に一定の制約があるため、これを本

部がどう適切に支援するか、在外事

務所の事業の戦略性や予測性を高め

るためにはどうすべきかといった、

残された課題も明確になってきまし

た。これらの課題に対応するため、

2006年9月以降、「改革の総仕上げ」

として、在外と本部の二人三脚体制

の確立、プログラム化推進による事

業の戦略性の強化、新しい予算管理

方式の導入による事業の予測性の向

上などに取り組んできました。

JICA改革による変化
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JICA地球ひろば体験ゾーンのテーマ展「学校に行きたい！」（撮影：今村健志朗）
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このように、独立行政法人化を契

機にJICAは自ら改革を推進し、成果

やコストを重視した目標管理型の事

業運営を行うことで、途上国の現場

で質の高い事業を実施できる体制の

構築や職員の意識改革を進めてきま

した。こうした事業を担う職員の能

力開発をさらに進め、途上国の人に

喜ばれ、日本の納税者からも理解さ

れるような質の高い事業を実現して

いくことが必要であると考えていま

す。

統合へ向けた準備
新JICAの発足………………
政府内で進められてきたODA改革

の流れのなかで、国際協力銀行

（JBIC）の海外経済協力業務について

は、独立行政法人国際協力機構法を

改正して機構に承継することが、行

政改革推進法（2006年6月）に明記さ

れました。これを受けて、11月8日

に改正機構法が、その後、2007年5

月18日に株式会社日本政策金融公庫

法が成立し、2008年10月1日に新

JICAが発足することが正式に決定し

ました。

期待に応えられる組織めざして
新JICAは、日本のODAの「技術協

力」「有償資金協力」「無償資金協力」

を一元的に実施する機関となるため、

統合による相乗効果を高めるととも

に、対外的な発信力を強化し、日本

のプレゼンスを高めることも期待さ

れています。それには、独立行政法

人としての自主性を発揮しつつ、政

府が策定した戦略・政策にそって、

機動的かつ迅速に援助を実施できる

ような機関となる必要があります。

そのためには、新組織のもつ大きな

役割と責任を重く受け止め、途上国

との緊密な対話を行いながら、「技術

協力」「有償資金協力」「無償資金協

力」の3つの手法を、計画から実施ま

で総合的・一体的に展開するための

業務フローの導入が欠かせないと考

えています。さらに、現場主義の徹

底など、JICAが行ってきた改革をさ

らに進めるとともに、これまでの経

験を生かした日本らしい援助を実施

していきたいと考えています。

また、新JICAでは、調査・研究

に関する規定があらたに設けられま

したが、援助の効果的アプローチに

関する調査・研究から生まれる戦略

的な考え方や成果によって国際的な

貢献ができるように、組織としての

発信力を強化していかなければなり

ません。

新しい組織をつくり上げていくこ

とは、われわれにとって大きな挑戦

です。現在、外務省、JBICと密接に

連絡を取り合いながら、統合準備の

ための部署やタスクフォースを設置

し、組織や人事、業務のあり方を検

討しています。援助の現場である在

外事務所でも、「国別援助実施方針

（仮称）」を共同作成するなど、統合

を前に実質的な作業がすでに始まっ

ています。

新JICAが設立される2008年は、

TICAD IVや北海道洞爺湖サミットな

ど、世界から日本のリーダーシップ

が求められる年でもあります。JICA

としては、統合による相乗効果を目

に見える形で示し、内外の期待に応

えていくことができるよう、準備を

進めていきたいと考えています。

図表b 第1期中期目標期間の改革への取り組み

2003.4 2003.10 2004.4 2005.4 2006.4 2007.4 2008.10

2002年度� 2003年度� 2004年度� 2005年度� 2006年度� 2007年度�2008年度�2009年度�

第1期中期目標期間� 第2期中期目標期間�
改定�

独立行政法人化�

JICA改革�
プラン�

（第一弾）�

JICA改革�
プラン�

（第二弾）�

改革�
総仕上げ�

統合�

＜改革第一弾＞�

●現場主義・在外の強化�

●「人間の安全保障」の視点�

●効果・効率性と迅速性�

＜改革第二弾＞�
○国内事業の改革�
 ・ 研修員受入事業の改革�
 ・ 市民参加協力事業の促進�
 ・ 調査研究・人材育成強化�

○国内機関の再編�

●開発投融資�
　の廃止�
●移住送出�
　の終了�

●本部機構改革（課題部など）�
●チーム制導入�
  ●新人事制度の導入�
 ●在外への権限委譲、在外サポート強化、人員シフト�
 ●「人間の安全保障」の重視 ●業務軽量化への取り組み�

●国内機関の機能再点検�

●研修員受入事業ほか国内事業の改革�

●JICA八王子の廃止�
●広尾訓練所の「JICA地球ひろば」への改編�

●統合準備�

●移住投融資の廃止�
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